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様式 1 

電動モビリティとエネルギーシステムの統合に関する調査専門委員会 

設置趣意書 

 

自動車技術委員会 

 

１．目的 

2050年カーボンニュートラルに向けた家庭・運輸・産業の部門を横断した電化、電動化の社会要請が活

発になってきており, ゼロカーボンシティを構成する重要な要素として, 電動自動車, 電動トラック, 電

動船, 電動航空機などの電動モビリティと鉄道, 電動バス, 電気トラムなどの公共の電動モビリティの普

及拡大に注目が集められている。多様多彩な電動モビリティが社会実装される今後の局面では, 移動体エ

ネルギーストレージや車載電源・電力変換システムの一層の技術進展が予想され, その技術動向や将来展

開を的確に評価検討する必要がある。また, 電力供給インフラの最適設計, 電力・情報のコネクティビテ

ィの確保, システム統合のあり方など, 電動モビリティの外部システムとの関わりを明確化することも重

要である。 

そこで, 移動体エネルギーストレージ, 車載電源・電力変換システム, 電力供給インフラの電気学会会

員, 専門家からなる分野・技術横断的な電動モビリティとエネルギーシステムの統合に関する調査専門委

員会を結成し, 今後数々立ち上がるゼロカーボンシティの構想や社会実証の中での電動モビリティの役割

やモビリティ・エネルギー統合システムの姿についての調査を包括的に実施することを目的とする。 

 

２．背景および内外機関における調査活動 

自動車技術委員会では, 移動体エネルギーストレージに関わる調査専門委員会の活動を 2007 年から 5

期に渡り継続してきた。2017 年からの移動体エネルギーストレージ&パワーサプライシステム調査専門委

員会では電力供給インフラとの関わりを調査項目に加えるとともに, 次世代自動車用車載・インフラ電源

システム調査専門委員会と共同で, 産業応用部門と電力エネルギー部門を横断したメンバーがシステム統

合技術の情報共有と議論を行う自動車研究会とフォーラムを合計 2回開催してきた。この活動を定期的に

推進する母体として, 分野・技術横断的で統合的な調査専門委員会をこのたび結成する。電動モビリティ

の分野で活発な活動がある他学会や団体との技術交流やシンポジウム・学会行事についても検討する。 

 

３．調査検討事項 

 (1) 電動モビリティの技術動向(エネルギーストレージ, 車載電源・電力変換システム) 

 (2) エネルギー供給インフラの技術・制度動向 

 (3) (1),(2)のシステム統合技術 

 (4) スマートシティ・ゼロカーボンシティの構想や電動モビリティの活用シーンの調査 

 

４．予想される効果 

 電動モビリティとそのゼロカーボンシティへの展開は 2030年の短期, あるいは 2050年中長期の技術開

発のトレンドを踏まえた話題であり, 電気学会会員へ最新の技術動向や将来展開を示唆する効果が期待で

きる。電動モビリティの普及拡大に向けては、交通分野と電力分野のセクター・カップリングの観点と分

野を超えた情報連携が重要となるが, 委員間の交流や調査報告活動, シンポジウム・研究会開催により, 
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電気学会の産業応用部門, 電力エネルギー部門, そして周辺学会・団体との協同・協調を促進する効果も

期待される。 

 

５．調査期間 

   令和3年（2021年）10月～令和5年（2023年）9月 

 

６．委員会の構成（職名別の五十音順に配列） 

委員長   太田 豊       大阪大学           会員 

委 員   阿部 貴志      長崎大学           会員 

委 員   飯阪 篤       パナソニック         会員 

委 員   池谷 知彦      電力中央研究所        会員 

委 員   上田 貴之      マツダ            非会員 

委 員   宇佐見雄大      古河電工           会員 

委 員   鵜殿 直嗣      住友電工           非会員 

委 員   大越 哲郎      昭和電工マテリアルズ     会員 

委 員   大林 和良      デンソー           会員 

委 員   加藤 直樹      NEAT             会員 

委 員   木下 繁則      キャパシタフォーラム     会員 

委 員   佐藤 大記      東京電機大学         会員 

委 員   関末 崇行      アンシス・ジャパン      会員 

委 員   田代洋一郎      東京電力ホールディングス   会員 

委 員   立花 武       トヨタ自動車         会員 

委 員   田中 裕一      日本ケミコン         非会員 

委 員   月元 誠士      バイコー ケイケイ      会員 

委 員   星 伸一       東京理科大学         会員 

委 員   堀 洋一       東京理科大学         会員 

委 員   西嶋 仁浩      崇城大学           会員 

委 員   西村 怜馬      いすゞ中央研究所       会員 

委 員   則定 孝彰      パナソニック         非会員 

委 員   松岡 孝一      電気学会プロフェッショナル  会員 

委 員   松本 康       富士電機           会員 

委 員   マルミローリ マルタ 三菱電機           会員 

委 員   水谷 良治      古河電工           会員 

委 員   門田 行生      東芝インフラシステムズ    会員 

委 員   渡部 愼一      古河電池           非会員 

委 員   和田 秀俊      GSユアサ           会員 

委 員   米谷 心助      村田製作所          非会員（入会申請中） 

幹 事   坂井 勝哉      大阪大学           非会員（入会申請中） 

幹 事   芳澤 信哉      大阪大学           会員 

幹事補佐  小櫻 崇雅      名古屋大学大学院       会員 
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７．活動予定 

   委員会   4回／年   幹事会   2回／年 

 

８．報告形態 

  技術報告をもって成果報告とする 


